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Summary
　With progress of transnationalization of Japanese companies, globalization, etc., the 
accounting standards of our country make a background the situation which cannot 
but progress to international harmony, The calculation regulation of Company Law and 
Corporation Tax Act seen from the position of accounts focusing on accounts is compared, 
and it is argued that Accounting standards of our country, Company Law, and Corporation 
Tax Act each position demultiplexing is inescapable. 
It advocates that efforts to harmonize the Accounting standards of our country with a 
promptly IFRS moreover need to be made.
１　会計基準の国際化
ⅰ　本稿においては，日本企業の多国籍化，証券市場のグローバル化等の進展に伴い，わが国
の会計基準が国際的調和の方向へと進まざるを得ない事情を背景として，会計
1）
を中心に，会計
の立場から見た旧商法（平成 18 年会社法施行以前商法）及び会社法（以下，単に商法と総称する。）
と税法
2）
の計算規定の比較を行い，わが国の会計と商法，税法三者の乖離化または離脱化が不可
避であることを論じる。あわせて，従来とられてきた会計と商法，税法の三者を可能な限り一
致させようとした方策の果してきた役割を認めながらも，それら三者の関係が，今後の会計基
準の急速な国際化という変化に対応せざるを得ず，わが国において，国内的に会計と商法，税
法とを一致させる方向で調整していくという方式（これまでは，商法を中心に，金融商品取引法（旧
証券取引法）および税法における計算規定の調整が図られ，この３つの法会計制度間の統合が図られてい
るいわゆる「トライアングル体制」による会計制度の運営が図られ，国内的に完成度の高い，安定した会
計システムが構築されてきた。）から，三者それぞれの計算体系を独立させる方式への転換が必要
と考え，現在，商法および税法の計算規定とは独立して制定されているわが国の会計基準を，
喫緊に国際的に調和させる努力がなされる必要があることを結論する。そこでは，わが国の会
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計と商法，税法二者との調整の視点を，国内的調整から国際的調和へとその重心を移動する発
想の転換が早期に求められていること，を警鐘したい。
ⅱ　さて，商法，金融商品取引法および税法における会計基準については，その規定方式は異
なるものの，共通しているのは，会計基準への依存ないし尊重に関する「基本規定」（旧商法
32 条 2 項「公正ナル会計慣行」斟酌規定・会社法 431 条「一般に公正妥当と認められる企業
会計の慣行」規定・会社計算規則 3条「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の
企業会計の慣行」斟酌規定，金融商品取引法 5条他・財務諸表等規則 1条 1項「一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準」規定，法人税法 22 条 4 項「一般に公正妥当と認められる会
計処理の基準」規定）を有していることである。ところが依存すべき会計基準そのものは，必
ずしも網羅的，体系的に整備されていない。この会計基準の不十分さは，企業が会計処理を税
法計算規定に依存する傾向にあるため，税法基準が実質的かつ優勢的な会計基準の役割を果し
ているところに大きく影響されている。実務上は，税法の詳細な計算規定の存在が，商法およ
び金融商品取引法にもとづく会計実務に大きな影響を与え，税法計算規定が会計基準の役割を
果している面が強い
3）
（税法優先の実態）。
　税法の課税所得は，商法を重視し，商法の規定に従って確定した決算にもとづいて算定され
る「確定決算基準」を採っている。すなわち，商法の基本的計算規定と会計基準に基づいて算
定された利益を出発点として「申告調整」（税法申告段階における各種調整）がなされ，その結果
として課税所得が計算される。そこでは，形式的には商法が認めた会計基準に従って計算され
た利益を出発点に課税所得が誘導される形式が採られている。しかし，税法においては「損金
経理」（法人がその確定した決算において費用又は損失として経理すること。）を前提とした損金算入
制度が採られているため，税法上の損金を獲得するために会計上も事前に費用として処理して
おく必要が生じ，その結果，税法適用以前の会計処理の段階に税法基準が入り込むことになる。
そのため，会計実務に税法計算規定が強い影響力を与え，税法計算規定が実質的な会計基準と
して用いられる問題が生じている（逆基準性の問題）。
ⅲ　そして，会計と商法，税法との調整を困難にしている要因には，三者の目的の違いととも
に，その対象地域の相違がある。本質的に，近年の会計が国際的であるのに対し，商法および
税法はその適用地域が日本国内に限定される。
　最近では，企業活動が国際化し，資金調達がグローバルに行われ，国際的な証券市場の整備
が課題とされ，また外国における工場建設等，企業進出が多国籍に行われている。企業がグロー
バルな投資家を対象に財務報告を行うとすれば，国際的に同質の会計情報が求められるのは当
然である。その意味において，資金に関する情報として有用であるはずの会計は，元来，「国
際的な性格」をもつ。それに対し，たとえば税法は，国家権力によって租税収入を確保するた
めのものであり，その適用範囲は，その国家権力の管轄域内となる。商法もまた同様である。
そのような意味では，商法および税法は「国内的な性格」を持つ。
　企業活動が国内にとどまっている段階と国際的に広がっている場合とでは，会計と商法，税
法との調整の問題の発想が異なる。国内的レベルで会計と商法，税法との調整を行うことは，
計算基準を一元化する意味においてはその利便性も高く，基準制定・運用のコストも低く，安
定した制度運用をもたらす。他方，企業活動がグローバル化し，会計を国際的に調和させよう
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とする場合には，商法，税法との整合性を前提とすることは困難である。会計基準の国際的調
和に向けての検討を円滑にするためには，それを会計目的にのみ特化して作業する必要があり，
そこでは，商法計算規定，税法計算規定への配慮を最小限にする必要がある。
　そのためには，日本においても，国内的に会計と商法，税法とを可及的に一致させる方向で
調整するという認識から，三者が相違することを前提として，三者による計算を独立させる方
式への発想の転換が必要と考える。そこでは，商法計算規定，税法計算規定とは独立して制定
されている日本の会計基準を，まずは国際的に調和させる努力がなされるべきであろう。
２　会計と商法，税法の乖離化
　ここでは，商法と税法における計算原理とそれと会計とを連接する直接規定（いわゆる「会
計包括規定」）を解説する。
①会計と商法の乖離化
ⅰ　現在の経済状況下において会計制度は大きく揺れ動いており，しかもその変化過程は市場
経済の変化に共振している。このような市場経済の変化過程を，会計の中心課題である「評価
（valuation）」という観点に照らし顧みれば，それは近年においては取得原価評価（原価・実現
アプローチ）から時価評価へと転換している。その後，時価評価の流れは単なる金融商品の一
部から全体へと発展し，さらに有形資産全体におよぶとともに，無形資産にまで拡大し，そし
て企業が有する全ての資産を時価評価することに繋がっていく。
　わが国では，昭和 37 年の商法改正前までは，会計の目的を財産計算にあるとして，特定の
一時点での財産変動一覧表に基づいて企業価値を表現しようとした財産目録主義が続いてき
た。しかし，次第に損益計算を会計の主題とするようになると，財産変動表が財産目録に取っ
て代わりはじめ，そして今日，時価主義の台頭によって，将来キャッシュ・フローの溜まりと
しての財産が注目され，将来キャッシュ・フローをもたらす「公正価値」（fair value）を表現
する財産目録としての貸借対照表を重視した新財産目録主義へと発展してきた。これまで 20
世紀における会計の基本構造は，ストック面では取得原価主義が，フロー面では実現主義が採
用されてきた。この 2つが会計の認識・測定面の両輪となって損益計算の原理，近代会計理論
の骨格を作り上げてきたのである。
ⅱ　これまで，わが国の商法の伝統的な理念は債権者保護思考にあるとされてきた。しかし，
ここ数年の商法改正においては，特に金庫株の解禁や法定準備金の積立て規制緩和等により，
商法の計算規定の基本目的が大きく変化してきている。この変化の底流には，企業活動のグロー
バリゼーションを背景としての会計基準の国際化の確立と，商法に対して国内経済の不況の克
服策としての役割が求められていることがあげられ，ここにおいて商法は，その思想体系が伝
統的な債権者保護重視の構造から投資家に対する企業存続情報の提供機能へと大きく転換しつ
つあることが必要とされたのである。
　一般に，物的会社たる株式会社における貸方持分は，債権者持分と株主持分とに区分される。
株主は，自己の意思を株主総会に反映することが出来るうえ，事業運営の結果に対しては出資
額を限度とした有限責任を負担するだけで足りる。一方，債権者は，株主に比べ相対的に弱い
立場に立たされている。そのため商法では，その代償措置として債権者保護の基本原則が絶対
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的・規範的要請として求められることになる。その意味において，会社所有の資産の担保力と
しての資産の範囲と金額（評価）の決定，さらに資産の流出を防ぐための配当可能利益の限度
額の画定，という論理的に整合性のある商法の経理体系が確立したのである。
　ところが，近次の商法改正（国際会計との調和，金銭債権・有価証券に対する時価評価容認，評価
益の配当規制創設等）では，債権者保護の目的と並行し，多数の株主が存在する公開会社につい
ては，投資家に対する企業存続情報の提供機能が重要な目的として追加されてきた。その背景
には，企業の多角化，国際化，産業構造の変化等の著しい環境変化を受けて，会計制度に時価
主義会計や税効果会計などが新たに導入されたことがあげられる。
ⅲ　わが国商法は，株式会社の計算に関し，伝統的に債権者保護の立場から，株主に対する利
益配当を規制することを主要な課題としてきたが，このような利益配当規制に関する問題は，
商法と会計とが特に密接に交錯する領域に属する問題であり，いわゆる企業会計法の最も中心
的な課題の一つである。
　これまで，商法においてこの配当規制を直接示した，依然として貸借対照表をその出発点と
してその計算を行うことを要請する条文は，「利益配当」の要件を定めた旧商法 290 条 1 項の
存在であった。この条文は，利益の配当は，貸借対照表上の「純資産額」を基礎とし，これか
ら資本の額および法定準備金の合計額等を控除した額を限度としてこれを行うことができると
規定し，いわゆる配当可能利益の限度額を定めたものである
4）
。しかし，この規定はそれ自身完
結的なものではなく，そこにいう純資産額の内容，すなわち純資産を構成する資産および負債
項目の範囲（貸借対照表能力問題）とそれらに付すべき価額（評価問題）およびそれから控除さ
れるべき項目ないし金額としての資本金・法定準備金などの項目については，これを他の諸規
定（「商法施行規則」等）に依存している。また旧商法 32 条 2 項の斟酌規定は，これらの諸規定
を含む商業帳簿の作成に関する規定の解釈について，「公正ナル会計慣行」を考慮に入れるべ
きことを要求している。したがって，商法の株式会社に関する計算規定は，利益配当に関する
旧商法 290 条 1 項の規定を頂点とし，他の諸規定はそれに従属しそれに含まれるものとして位
置づけられ，その全体を配当規制の体系として捉えることができる。
　旧商法 290 条 1 項の規定は，配当可能利益の限度額の計算に際して，特に貸借対照表上の純
資産額から出発し，それから資本の額および法定準備金の合計額等の債権者に対する担保とし
て維持すべき金額（資本維持額つまり配当不能金額）を控除すべきことを要求している。そのこ
とは，とりもなおさず，商法が配当可能利益の算定に関し，特に債権者保護のための資本維持
の原則を前提としたいわゆる「財産法方式」を採用していることを示すものにほかならない。
商法の配当規制が採用する財産法方式によれば，配当可能利益限度額は，純資産額を所与のも
のとして，そこから配当不能の項目を控除して求められる。したがって，資産の貸借対照表能
力と評価の問題が，配当可能利益限度額算定においては最重要課題とされる。ところが，商法
は，会計における急激な変化に商法が柔軟かつ即座に対応できるようにするために，資産評価
規定等を商法の本文から除外し，新たに「商法施行規則」を制定して法務省令に委ねるとする
構造を採択した。
ⅳ　ここで重要なのが，平成 13 年改正商法において，資本充実・維持の観点，特定株主から
の買受けによる株主平等原則の観点および株式相場の操縦阻止の観点等から，それまで原則と
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して禁止していた「自己株式」の取得および保有（「金庫株」）について，これを配当可能利益
限度額の範囲内で自由に取得および保有することができることになったこと
5）
である。自己株式
の会計上の性格は，従来は「資産の取得と考える説」と「自己資本のマイナスと考える説」と
が対立していたが，商法は後者を採用した。したがって，金庫株の取得・売却によって損益
は発生せず，その取得と売却はともに資本取引とし，その差額金は原則，資本の部（「その他資
本剰余金」）において処理されることになった。平成 13 年改正商法は自己株式の取引について，
それをあくまでも資本取引として捉え，債権者持分と株主持分という貸方持分内の区分の峻別
を堅持し，その混同をなくしている。
　また，平成 13 年改正商法では，法定準備金の積立て規制が大幅に変わった。そこでは，「額
面株式」の制度を廃止し，すべて「無額面株式」としたうえで，それを発行したときは，単純
に発行価額の 2分の 1までを資本準備金とすることができるようにした。それに加えて，利益
準備金として積立てるべき金額が，資本準備金と併せて資本金の 4 分の 1 に達するまでで足
りるものとした（従来は，利益準備金単独で資本金の 4 分の 1 に達するまで積立てなければならなかっ
た。）。そして，これにともない資本の欠損填補における法定準備金の取崩し順序（従来は第 1順
位が利益準備金，第 2 順位が資本準備金）の制限も撤廃され，法定準備金における資本準備金と利
益準備金の区別の意義がさらに希薄になった。これにより，資本準備金と利益準備金を合計し
た金額が資本金の 4分の 1に達している会社は，その超過額は配当財源への振替えが可能とな
り，その結果，会社に維持拘束すべく積立てられてきた株主からの払込資金を原資とする資本
準備金が配当可能利益に算入され，ここに至り長く会計が遵守してきた「資本・利益区分の原
則」が否定されることになった。さらに，ここにおいては，「減資差益」は資本準備金として
積立てることが不要とされ，これにより減資差益を配当財源とすることも可能になった。ここ
において，従来からの商法の目指す債権者保護思考とそれに連動して求められてきた会社資本
維持の原則とに大きな矛盾が生じることになったのである。
　さらに，もう１つの重要な改正点は，いわゆる金銭債権，社債，株式等に対する「時価評価」
に係る配当規制規定であり，それら資産項目について時価を付した場合において，その付した
時価の総額がそれら資産の取得価額の総額を超えるときは，時価を付したことにより増加した
価額（評価益）を，貸借対照表の純資産額より控除した額を限度（新たな配当規制方式の創設）と
して，利益の配当を行わなければならないことを定めた。
　このように平成 13 年改正商法は，前述のとおり資本剰余金の定義を侵食（資本準備金の配当
財源化または法定準備金の意義の希薄化）して，会計との共通認識であったはずの「資本・利益区
分の原則」（資本維持原則）との決別を図り，かつ「公正ナル会計慣行」の斟酌規定（旧商 32 条 2 項）
の理念（会計における諸規定の重視・依存）を放逐し，その条文の存在意義を空文化するかのように，
自らの中にその計算実体規定を定めることを選択したこと（「商法施行規則」の制定）などにより，
遂に積年にわたる両者の調整の関係に楔（くさび）を打ち込んだ。ここに，われわれは，長年
にわたる商法と会計の調整作業のおわり（終焉）のはじまりを見出し，商法自らの変容とその
会計からの離脱，すなわち商法の，会計には相容れないとする強烈な姿勢を再認識させるとと
もに，両者の調整の限界を感じさせるのである。
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② 会計と税法の乖離化
ⅰ　法人税法22条の規定は，法人税法全条文の中において最も基本となる条文である。同条は，
課税所得金額の計算の基本規定として存在し，税法中の他の規定はいずれも同条の「別段の定
め」として体系づけられている。特に，同条の 4項こそ税法的解釈と会計的解釈との相剋がみ
られる場所である。それは税法規定と会計との直接の接点を示している。極論すれば，税法は
会計を抜きにしては成立しえないとも言える。そこに示された「一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準」（以下，「公正会計基準」という。）の解釈をめぐっては諸説が存在する。
　法人税法は，「内国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の課税標準は，各
事業年度の所得の金額とする。」（法 21 条）旨の規定をうけて，同 22 条は，その第 1 項に「内
国法人の各事業年度の所得の金額は，当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を
控除した金額とする。」と規定している。また，同条 2 項においては，課税所得金額の計算上
いかなるものが当該事業年度の「益金の額」に算入されるべきかを規定し，同条 3項において
は，当該事業年度の「損金の額」に算入されるべき金額についての規定を設けている。これら
の規定が，法人税の課税標準たる課税所得の計算に関する基本構造を構成するものである。と
ころが，ここに示すように，税法においてはただ単に課税所得の金額を益金の額および損金の
額から算出する旨の計算原理を指示しているにすぎず，そこには，課税所得についての概念を
明らかにしている規定は存在しない。また，益金および損金についても同様に，税法はその定
義を明らかにしていない。そこで，課税所得の計算において最初に基本となる問題は，その課
税所得を構成する「益金の定義」および「損金の定義」を明確にすることであり，次いでそれ
らの定義によって，それらを構成要素とする「課税所得概念」を明らかにすることである。
　法人税の課税標準たる各事業年度の所得の金額は，税法固有の概念である益金の額と損金の
額によって計算され，そしてまたそれらの益金の額および損金の額は，別段の定めがあるもの
を除き，会計上の概念である収益の額と費用等の額によって計算され，さらにそれらの収益の
額および費用等の額は「公正会計基準」に従って計算される。結局のところ，課税所得の金額
は，「公正会計基準」の本質に依存する構造を税法は採用しているものと解される。「公正会計
基準」の本質を明らかにすることによって，究極的には法人税法が目的とする課税所得の金額
が導き出される。ここにおいて，税法における課税所得金額の計算構造は，会計固有の領域に
支えられて成立しているものであることが理解されるのである。そこでは，税法はその課税標
準たる各事業年度の所得の金額を計算するための体系として，税法中の規定だけによってそれ
を行うといった「自己完結」型を採るのではなく，「会計依存」型の体系を採用しているもの
であることが理解されることになる。
ⅱ　また税法では，内国法人は，各事業年度終了の日の翌日から 2 ケ月以内に，「確定した決
算」に基づき課税所得の金額及びそれに係る税額等を記載した法人税申告書を税務署長に提出
しなければならない，と規定している（法 74 条 1 項）。この「確定した決算」に基づく申告と
は，課税所得の計算は，法人の確定した決算における企業利益を基礎として，言い換えれば確
定した決算による法人の意思表示を重視して，これに税法上所要の調整を加えて行うものであ
ることを明示した課税所得計算の基本的枠組みを意図している。その際，「確定した決算」とは，
商法上の決算である株主総会の承認又は総社員の同意を得たものをいうのであって，ドイツ商
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法にいういわゆる「商事貸借対照表の税務貸借対照表に対する基準性の原則」（「商事貸借対照表」
（商法の規定に従って作成される貸借対照表）が「正規の簿記の諸原則」（GoB）に従って作成され，それ
が税法上の課税所得計算の基礎となるものであることを指示した原則）に類似する思考に基づくもの
である。
　この法人税法 74 条 1 項の規定を，「確定決算基準の原則」と呼んでいる。確定決算基準の原
則は，会計上の諸取引のうち，企業外部との客観的事実に基づいて行われた取引ではなく，もっ
ぱら企業内の意思決定のみによって決まる償却計算，引当金設定等の内部取引に対してのみ作
用するものであり，その取引について，税法的判断に基づき，税法が企業の自主的経理を容認
するものという論理を持つ。つまり，税法は，企業内の意思決定のみによって成立する内部取
引については，法人の最高の意思決定機関である株主総会，社員総会等によって承認されたと
ころによって最終的に確定するものであるから，税法としては，商法確定決算段階までにおい
て企業自らが採用した意思決定については容認しても，その後においては，その意思決定の変
更，具体的には会計処理の変更による課税所得金額の変更は一切認めず，その商法確定決算段
階までの企業の選択した自主的経理の拘束的取扱いが要求されることを意味する（課税の安定）。
　確定決算そのものは，基本的には商法上の制度であり，税法がそれを基準として課税所得計
算の出発点とすることは，税法が商法にその計算論理の多くを依存しているということができ
る。ところが，確定決算基準については，いわゆる「逆基準性」の問題の存在が指摘されてい
る。これは，商法確定決算段階以前への税法基準の不当な介入を意味し，確定決算を境界とし
て，それ以前の商法・会計による企業利益の計算構造およびその後の税法固有の論理による課
税所得への修正計算構造という両者が相互不可侵であるはずの重層的構造の否認（歪み）を意
味している。結局のところ，商法確定決算段階までの企業経理の自主性の容認とその後の変更
を禁じることを内容とした確定決算基準の原則を，税法が採用し，継続している根拠として考
えられるのは，「課税の安定性」や「課税所得算定の便宜性」の確保というきわめて技術的な
論理に行きつくほかにない。すなわち，税法上の諸要請によって会計上の処理に規制が加えら
れる場合に，これを確定決算段階に織り込むことにより会計上の処理と税法上の処理が一致す
ることになるから，会計上の財務諸表のほかに税務貸借対照表および税務損益計算書を作成す
る手数が省略され，課税側及び納税者ともに便宜であるからである。それは理論性を重視した
というよりも，技術的かつ政策的に支持されたものであり，所詮は，税法と商法，会計の妥協
の産物として理解することが相当である。このように，わが国法人税法は「ドイツ型」の構造
（「確定決算基準」）と「アメリカ型」の包括規定（「公正会計基準」規定）との両者を内在したきわ
めて複雑な仕組みを擁しているのである。
ⅲ　前述したように，税法における「確定決算基準」の存在意義は，確定決算を境界にして会
計と税法の峻別と独立を図ることにあり，両者はそれを境に相互にその計算の論理を確立し，
各々独立してその計算目的を達する，ということに求められる。近年，わが国の会計制度にお
いてそれをさらに助長かつ確立するかのような制度が導入された。それが，「税効果会計」制
度である。
　現在，わが国の制度会計上，税引後利益は，会計によって算出された税引前利益から税法に
従って算出された法人税等を差し引いた額となっている。したがって，会計上の損益認識と税
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法上の損益認識との間に相違（「差異」）が生じる場合には，税引前利益と税引後利益との対応
関係が崩れ，税引後利益の段階では会計の考え方を貫けないことになる。会計と税法とではそ
れぞれの目的が異なっているため，両者の損益認識基準の間に「ズレ」が生じてしまうことも
多々ある
6）
。こうした事態に対し，税法にしたがって算出された法人税額を会計の目的に則して
計算し直すことによって，会計の目的にかなった税引後利益を算出する技法が求められる。
　税法上の損金は，会計上の費用とは必ずしも一致しない。たとえば，会計上，役員報酬等
や交際費等はその全額が当然に費用となるにもかかわらず，税法上それには一定の損金算入
限度額が設けられている。ただし，このような費用等についての損金算入限度超過額につい
ては，税法上，将来においても永久に損金に算入することは認められないから（永久差異），税
効果会計の問題は生じない。一方，税法上は一時的には損金算入が認められないが，将来は損
金算入が認められるという費用がある。この費用と損金の差異を「一時的差異」（期間差異）と
いう。税効果会計が関係するのはこの一時的差異に関してである。一時的差異は，将来いずれ
損金として認められる単なる損金計上のタイミングのズレであり，将来税金が調整されるなら
ば，会計上は期間損益をより正確に公表するために，会計上はその期に実際に支払う税額に影
響されない財務諸表を作成し，税引後利益を計算しなければならない。理論的に税引後利益を
計算しても，一時的差異が消滅するまでの各年度の税引後利益を通算すれば同じとなるので税
額調整を行うのである。そして，そのように計算された調整額を，将来税金が払い戻される
権利として「繰延税金資産」として資産（借方）計上し，同額を自己資本（貸方）に繰り入れ
る。このような会計の考え方に従って法人税を期間配分する処理手法を，「税効果会計」（tax 
allocation accounting）と呼ぶ。
ⅳ　昨今におけるような日本企業のグローバル化と会計基準の国際化，そして日本会計基準の
国際的調和のためには，国内における税法との関係を自由化することが必要であると考えられ
ている。その手法として，会計の領域では「税効果会計」を編み出したが，税法においては，
税法における「確定決算基準における損金経理方式」から，「課税所得計算を独自に行う方式」
に移行することが妥当と考えられる。
　これまで，税法が会計を実質的に規制する手法としては，会計における損金経理を条件とし
て税法上の損金算入を認めるという「損金経理方式」がある。税法がこの「確定決算基準にお
ける損金経理方式」をとっているのは，企業が会計処理（とくに内部取引の会計処理）につき意
思を明確にした方法に基づくことによって，課税所得計算を確実にするという利点があったか
らである。すなわち，この方式は，会計処理について企業の意思を明確にするという点におい
て，すぐれて課税の安定性をもたらす。
　しかし，国際化が急速に進む今日においては，国際的調和の中で国内的調整を図る視点が必
要であり，会計基準の国際的調和が日本企業のグローバルな経営展開に不可欠になっている。
そして，それが国際的な証券市場において有利な資金調達を行うために必要であるとするなら
ば，会計基準の国内における税法との調整方式は，国際的調和化を可能にする方向で再検討さ
れる必要がある。そのためには，国内における税法の確定決算基準における損金経理方式に基
づく規制方式から，「税法計算基準と会計基準の独立による自由化の方向」への移行が必至で
ある，と考えられる。問題は，それぞれの自由化により税法独自の計算実体規定が増加して，
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従来からの税制簡素化・会計依存の理念が放棄され，企業の会計処理負担が過重になること，
ひいては税法上の会計包括規定（「公正会計基準」規定，法 22 条 4 項）の存在が無用化することが
予想されることである。
　今日では，従来型の「確定決算基準における損金経理方式」に拠るか，日本会計基準の国際
的調和から必要とされる「税法計算基準の自由化」に移行するのか，のいずれかの選択が迫ら
れている。具体的に課税所得と会計利益の算定を分離独立して行う仕組みとしては，①「全範
囲・全項目申告調整方式」（会計利益に対して無制限に申告調整（税法的修正）を可能にするもの。），
②「税務財務諸表方式」（会計上の貸借対照表，損益計算書を税務目的に組み替えて別に税法専用財務
諸表を作成するもの。確定決算に基づく申告調整および損金経理要件等の経理要件を全廃し，会計と税法
を完全に分離する方式である。）の 2 つが考えられるが，いずれの方式に拠ることにしても，わが
国が確定決算基準における損金経理方式から課税所得独自算定方式へ移行すれば，当然，会計
処理と税法計算処理とが異なる項目が増加し，税引前会計利益と課税所得との差異が拡大する
ことになる。その結果，両者の差異は当然のものとして認識され，それを調整するために，会
計では前述した税効果会計を適用することが重要となる。その意味では，税効果会計は，単な
る税金配分のための会計的技術に止まらず，表面的には法人税等の会計処理をより精緻化し，
その情報開示を進めるものであると同時に，その内面は税法計算基準の自由化を実現させ
7）
，ひ
いては日本会計基準の国際化を助勢する効果を持つものとして期待されるのである。
　一方，平成 14 年度税制改正において，わが国法人税法に登場した「連結納税制度」では，
その基礎となる個別会社の課税所得計算原理と会計の利益計算原理との間には，企業集団（連
結グループ）内における内部取引の貸借対照表項目の調整や損益の通算およびそれによって生
じた未実現損益の取扱いなどの期間差異項目・恒久差異項目の両面にわたって多くの乖離が存
在しているのが現実であり，これまでの確定決算基準を連結点とした課税所得計算と会計利益
計算を一体のものとする計算構造を採用することには合理性がなくなっている。したがって，
現在では連結納税制度を採用する企業集団においては，税法上，必然的に個別会社（単体納税
制度）の会計とは分離された「連結税務財務諸表」の作成が必要になっており，その意味では，
連結納税制度の下においては税法計算基準の自由化は先行，確立，制度化している。
③ 商法と税法における「会計包括規定」
ⅰ　さて，会計と商法，税法の計算体系を連接する「会計包括規定」とは何か。通常は，企業
の会計処理および報告に関する規定の全般に及ぶ基本規定と解せられている。
　会計包括規定として典型的なのは，ドイツ商法および株式法に見られる「正規の簿記の諸原
則」（通常「GoB」と略記される。）という規定
8）
である。この規定は，商法や株式法が資産の評価や
貸借対照表能力についてかなり詳細な規定をしたうえで設けられているという点でわが商法の
会計包括規定に類似している。
　それに比べると，イギリスの「真実かつ公正な概観（true and fair view）」は，はるかに抽
象的である。イギリス会社法は，財務諸表は財政状態および経営成績に関して真実かつ公正な
概観を与えなければならない，と定めている。それは，会社法の条文中に資産評価の規定がな
いので，たとえば，取得原価主義会計から時価主義会計に変わってもこの会計包括規定を変え
る必要はない。その意味では非常に弾力的である。
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　これをもっと弾力的に規定して会計に近づけたのが，アメリカのカリフォルニア州会社法に
おける会計包括規定である。条文中に資産評価の規定がないのはイギリス法と同じであるが，
この会社法は，会計に関しては直接に ｢ 一般に認められた会計原則 ｣（GAAP）に従うことと規
定している。つまりアメリカの州会社法は「一般に認められた会計原則」（GAAP）を全面的に
信頼しているのである。そして，アメリカの連邦税法である内国歳入法においては，明確に企
業が課税所得計算の際に拠るべき「会計方法に関する一般規定」（general rule）を定めている。
ⅱ　旧商法における「公正ナル会計慣行」の斟酌規定は，昭和 49 年の商法改正の結果新設さ
れた規定である。当該規定の立法理由は，「・・・商業帳簿に関する規定としては，その各点
につき詳細網羅的な規定を設けることは困難でもあり，また会計技術の進歩の迅速なことに法
規が常に対応してゆくことが困難であることを考えると，商業帳簿について商法が詳細網羅的
な規定を設けることはむしろ適当でないのであり，商法としては，基本的な重要規定を設けて
おき，後は，公正な会計慣行により，これを解釈し補充してゆくことが事物自然の性質上正当
なのである。」
9）
としたところに，その基本がある。
　それでは，ここにいう「公正ナル会計慣行」とは具体的にはいかなる意味を有するのであろ
うか。通説は，企業会計原則は「公正ナル会計慣行」として理解されるが，「公正ナル会計慣行」
とは企業会計原則自体を指すものではないとする見解
10）
である。「公正ナル会計慣行」と企業会
計原則との関係について，前者が直ちに後者と同一であり，前者イコール後者ということを意
味するのではなく，前者の主要なものが後者であるとしても，両者間に差異を認め，後者以外
にも前者に該当するものがあると説明する。このような説に従うならば，旧商法 32 条 2 項に
いう「公正ナル会計慣行」とは，企業会計原則だけを指すものではない。企業会計原則以外に
も公正と認められるものがあれば，それは当然に「公正ナル会計慣行」に該当するのである。
この意味において，旧商法 32 条 2 項は企業会計原則に限らず，一般に公正と認められるもの
であれば，それに法規範性を認めてこれを尊重することを宣言した規定であると解することが
できる。
　また，会社法 431 条（持分会社においては 614 条）においては，「会社の会計は，一般に公正妥
当と認められる企業会計の慣行に従うものとする」と規定している。これを，旧商法 32 条 2
項と比較すると，次のような差異がある。第一に，「斟酌」を「従う」というより強い表現に
変更している。もっとも，旧商法における「斟酌」という用語は曖昧な表現ではあったものの，
公正なる企業会計の慣行に従わない会計処理を容認することまでをも意味するものではなかっ
たと解されるため，このような表現の変更によって，実質的な規定内容が変わるものではない
と考えられる。第二に，旧商法においては「規定の解釈」に関する規定として規律されていた
ものを「株式会社の会計」に関する規定に変更している。旧商法の下でも，旧商法に規定のあ
るものに限らず，規定がない事項についても会計慣行を斟酌して会計処理をしなければならな
いという意味に解釈されていたところであるので，この点も実質的には変わるところはないと
解される
11）
。
ⅲ　税法における「公正会計基準」規定は，昭和 42 年，税制の簡素化を目的にその実施のた
めの具体的措置の一規定として，法人税法上にその重要なる地位を得た。同項の制定は，「税
制簡素化」の実現に力点を置いた税制改正の際に，以前から問題となっていた「商法，企業の
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会計慣行等との開差の縮小」
12）
を実現することをその狙いとして，課税所得計算の弾力化が推進
されたことを直接の契機としているといえる。
　税法は，本来，租税法律主義の原則，課税の公平負担の原則などを尊重する立場から鑑みて
課税所得計算の客観性を重視するものであるため，一方における企業経理の自由を大幅に許容
する会計に対し相容れない性格を有している。
　しかしながら，事実上は，法人税法上の課税所得は会計技術を用いて算定された企業利益を
基礎に置いていること，そしてそれは「一般に認められた会計原則」に基礎を置くべきもので
あることは，各界においても以前から認識されていたところであったため，法人税法 22 条 4
項において，課税所得の金額を構成する益金の額および損金の額に含められる収益の額および
費用の額は，「公正会計基準」に従って計算されるものとする旨が規定されたことは，いわば
当然のことを規定したものと解することもできる。しかし，同項の規定は，昭和 42 年の税法
改正の際に新設されたものであり，当初から法人税法の中に存在していたものではない。そこ
では，同項規定が，法人税法中に制定されるまでの背景，税法と会計との長年にわたる交渉の
歴史があったのである。
　ところで，税法の「公正会計基準」の内容は，具体的にはいかなるものを意味しているのか。
諸説を要約すれば，税法にいう「公正会計基準」とは，①客観的な規範性をもつものであること，
②特に明文の基準を意味しているわけではないこと，③企業会計原則を指すものではないこと，
④企業の採用する会計処理が一般に公正妥当と認められないもののみを税法で認めないことと
し，原則としては，企業の会計処理を認めるという基本方針を内容としたものであること，⑤
特殊な会計処理については，今後，事例についての判断（判決等）の積み重ねによって明確になっ
てゆくものと考えられること，を意味する
13）
と結論される。そこでは，企業会計原則は会計法規
ではないが，わが国の現行制度会計において証券取引法および商法等の会計に関する規定の解
釈指針として位置づけられる，いわば「準会計法規」としての性格を有するものと理解するこ
とができるのである。とすれば，法人税法だけがその「公正会計基準」の内容について，企業
会計原則を全部否定することは適当でないと考えられる。このような意味において，企業会計
原則もまた公正な会計慣行の要約されたものの一つとして重視されるべきことは当然である。
３　税法計算体系の自由化
　本章では，本稿の結論として，会計，商法，税法の自由化または独立化について述べる。
ⅰ　ところで，欧州連合（EU）は，域内で活動する域外企業に対して，平成 19 年（2007 年）か
らは「国際財務報告基準（IFRS）またはこれと同等と認められる基準」による情報開示を求め
ている。仮に今後，日本の会計基準が IFRS と同等ではないとされ，日本基準に準拠した開示
が EU で認められないことになれば，日本企業の EU での資金調達に直接影響が生じることにな
る。国際的に認知された会計基準と異なる会計基準を，わが国が持ち続けることの得失を改め
て考える必要がある。このままでは，日本の会計基準が欧米のそれに比べて劣後しているとの
烙印を押されかねず，ひいては日本の資本市場そのものに対する不信感を醸成しかねない。現
在では，世界の会計は企業のグローバルな活動が進展する中で，IFRS を中心に会計のグロー
バル・スタンダード作りが進められている状況にある。わが国では，平成 9年（1997 年）以降，
－ 12 －
産業研究 第49巻第2号（2014）
IFRS や米国会計基準を勘案して，いわゆる「会計ビッグバン」と称した新しい会計制度（連結
財務諸表制度の改定，研究開発費等会計，税効果会計，退職給付会計，金融商品会計，減損会計，企業結
合会計など）を矢継ぎ早に導入してきた。そこでは，日本国内の経済的事情はある程度犠牲に
する覚悟の下で，急速に国際的な会計基準との調和を図る意思が感じられる。
　しかしながら，会計制度は各国資本市場の事情・実態に基づき，長年培われたものである。
わが国においては，金融商品取引法，商法および税法がそれぞれにおいて一定の役割を果たし
ながら絶妙なバランスを保ってきたことで，日本経済は発展を遂げてきたという経緯もある。
そこで，このような各国の会計基準固有の状況を考慮して，企業の資金調達などグローバルな
活動に支障を生じないように対応していくためには，各会計基準が「同等」であれば，各国で
相互に受け入れる「相互承認」を実現していくことが考えられる。言い換えれば，各会計基準に，
ある程度の差異があっても，その基準が形成された背景に合理的な理由があり，その差異の影
響がある程度明らかに開示されていれば，投資家にとっても国際比較の障害にはならないはず
であるからである。むしろ，主たる事業が行われている国の実情にあった会計基準を用いた方
が，その企業の実態を適切に表しているとの指摘もあろう。ただ，その場合においても，この「相
互承認」は一過性のものであることが認識されなければならない。現在のところ同等として相
互承認した会計基準であったとしても，いずれは各国の会計基準を統合し，より高品質の一つ
の会計基準作成に向け，国際的に収斂（convergence）させていくことが望ましいことは言うま
でもない。
ⅱ　したがって，現在，わが国の会計は早期にその国際化が求められている。そのため，今日
において会計は，商法および税法との整合性とは無関係かつ無秩序に次々と新会計基準を制定
してきており，以前からわが国の会計基準と国内的調和を図ろうと意図してきた商法および税
法とは，それらの国内性という特性のゆえに，日本会計基準の国際的伸展という方向から乖離
化または離脱化が進んでいる。
　これまで商法および税法の両者は，それぞれにおける「会計包括規定」（旧商32条 2項，会 431条，
法 22 条 4 項）の設置，税法にいう「確定決算基準」（法 74 条 1 項）の存在等により密接に会計と
連接してきた。しかし，これからは，そういった諸規定の構造や会計を基盤とするという理念
は残されても，その前提概念（ゴーイング・コンサーンの意義や保守主義思考等の考え方）や内容は
全く異質のものになることが予想される。
ⅲ　そして，そのような乖離または離脱化の進行は，商法と税法の関係においてもまた同様で
ある。商法においては，「公正ナル会計慣行」という会計包括規定（旧商 32 条 2 項）を残置し
ながらも，自らがその計算目的を達成するための「商法施行規則」（平成 14 年新設）を創設して，
会計基準への依存または会計との調整の終焉を図り，かつ多くの計算実体規定において税法計
算基準とのさまざまな差別化を実行して，その整合性を維持する努力を放棄しはじめた。そし
て，平成 18 年には旧商法における会社編を分離独立して「会社法」を創設し，続いて商法施
行規則を「会社計算規則」（平成 18 年法務省令第 18 号）へと変容させてきた。
　税法においても，やはり「公正会計基準」という会計包括規定（法 22 条 4 項）を残置しながらも，
会計において「税効果会計」の制度化が実現したことによって会計と税法の調整が不要になり，
また繰延税金資産のもたらした金融問題や確定決算基準に内在する逆基準性問題などによって
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会計との乖離化が助長されてきた。さらには，「連結納税制度」の下では，すでに実現してい
る税法独自の課税所得算定方式としての「税務財務諸表」の作成も行われており，個別会社（単
体納税制度）においても税効果会計制度化の効用により税法計算基準自由化の実現に向けての
準備がなされている。また商法との関係においても，いわゆるバブル経済崩壊後の経済不振下
における景気回復・企業活動の再興・税収の維持拡大を実現するため，税法は税法固有の独善
的論理から，商法は商法本来の論理体系や思想を無視した経済政策優先（その多くは対処療法に
過ぎない。）の「議員立法」によって，近年，毎年度数次の改正を実行し，それぞれの計算実体
規定において相当の個別化かつ詳細化を図り，両者間の開差はますます拡大してきている。
　つまりは，会計，商法および税法の三者は，会計基準の急速な国際化を契機にして，従来か
らとられてきた三者の可能な限りの国内的一致の方向を断念し，三者それぞれが独自の目的を
実現するための自由化・独立化（「計算実体規定の自由化および公表財務諸表の独立化」）を図るべ
き時機に直面しているのである。今後は，三者の関係の乖離または離脱は当然のこととして認
識せざるを得ず，従来行われてきたそれぞれの国内的調整への精力は，それぞれの計算目的を
充分に達成するために必要なそれぞれの計算実体規定の整備に向けられるべきこと，に結論さ
れる。ここにおいては，現存する商法および税法における会計包括規定（商 32 条 2 項，法 22 条
4 項）の理念等はすでに褪色（形骸化）し，その役割（両者の「会計概念・会計的思考の尊重および
会計基準依存型構造の採用」）を為し遂げた無用（用済み）の規定になってしまった，との認識を
持たざるを得ないのである。
（たなか　ひさお・本学経済学部教授）
〔注〕
 1）　ここにいう「会計」の定義としては，「継続的企業の考え方を前提に成立する現行企業会計
制度は，その必然として保守主義思考のフレームワークを構築し，その制度の中核たる利益の
計算にあたっては，一会計期間毎に収益費用の対応を前提とした損益法による処分（分配）可
能利益の算出を目的として，収益は実現主義により費用は発生主義により計上することが求め
られている。そこにおいては，何よりも未実現の架空利益の計上を排除することが求められ，
それを収益費用の認識という側面から達成しようとするものが発生主義であり，資産評価の側
面から達成しようとするものが原価主義となる。」（拙著『三訂版 商法と税法の接点』財経詳
報社 198 頁）という構造を有した制度であることを前提にしている。
 2）　本章にいう「税法」とは，法人税法を中核とした法人所得課税全般にわたる法令群を指す。
 3）　中田信正教授は，これを称して「税法志向的会計（tax oriented accounting）」と表現して
いる（中田信正『財務会計・税法関係論』同文館 180 頁）。
 4）　平成 17 年 6 月に成立した新「会社法」では，株主に対する金銭の分配（現行の利益の配当，
中間配当，資本及び準備金の減少に伴う払戻し）及び自己株式の有償取得（有償消却を含む。）
を「剰余金の分配」として整理し，統一的に財源規制をかけることにした。また，新「会社法」
では，最終事業年度の末日の剰余金の額は，最終の貸借対照表上の資産の額と自己株式の帳簿
価額の合計額から，負債の額，資本金および準備金の額の合計額を控除して算定すると規定し
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ており（会 446 条），従来通り，貸借対照表を出発点とした分配規制構造には何らの変更もな
いことが解る。これをもって，旧商法 290 条 1 項と同様の定め方をしていることから，従来の
伝統的な配当可能利益に対する考え方を尊重しようという法制的な理由であるとされている
（郡谷大輔「会社法施行規則（計算関係）及び会社計算規則について」経営財務 2765 号 98 頁）。
 5）　拙稿「商法改正と企業会計」　熊川次男・田中久夫編『現代企業・法と会計の周辺事情』税
務経理協会 59 頁参照
 6）　弥永真生・足田浩『税効果会計』中央経済社 5-6 頁
 7）　日本経済新聞によれば，旧興銀による追徴課税訴訟を巡って，会計・税務の不良債権処理の
不一致によるそれぞれのルール作りの明確化が迫られているとする記事が掲載されている（日
本経済新聞，平成 16 年 12 月 25 日）。
 8）　拙著『税務会計論序説』税務経理協会 94 頁以下参照
 9）　田中誠二・喜多了祐『全訂コンメンタール商法総則』頸草書房 330 頁
10）　鈴木竹雄・竹内昭夫『会社法（第三版）』有斐閣 330 頁
11）　郡谷大輔・和久友子編『会社法の計算詳解（第 2版）』中央経済社 3-4 頁
12）　塩崎潤「税制簡素化の実施にあたって」税経通信 22 巻 5 号
13）　西原宏一「法人税法の一部改正」税務弘報 15 巻 8 号
